






再生利用率（リサイクル率）

最終処分量

総排出量を 7,850 千トン以下

56％以上

330 千トン以下

一般廃棄物循環プラン

個別目標

これまでの取組の課題

発生・排出抑制、循環的利用の一層の促進

全国平均を上回る

県民１人１日当たりの家庭排出ごみ量

これまでの取組の課題

発生・排出抑制、循環的利用の一層の促進

優良産廃処理業者の育成・強化

一般廃棄物の目標

産業廃棄物の目標

一般廃棄物の減量に関する目標

区　　分 現　　状
H25 年度

目　　標
H32 年度

総排出量 554 千トン 510 千トン

リサイクル率
（再生利用量）

29.5％
（163 千トン）

35％
（179 千トン）

減量化量 345 千トン 304 千トン

最終処分量 46 千トン 27 千トン

１人１日当たりの家庭排出ごみ量 556g/人・日 520g/人・日

（４項目）

（27 項目）

適正処理の推進適正処理の推進
ダイオキシン類対策の推進ダイオキシン類対策の推進

適正な維持管理と情報公開適正な維持管理と情報公開

一般廃棄物処理施設の監視指導一般廃棄物処理施設の監視指導

ごみ処理施設への廃棄物発電等の導入ごみ処理施設への廃棄物発電等の導入

廃家電等の適正処理の推進廃家電等の適正処理の推進

環境美化活動の促進環境美化活動の促進

適正処理体制の確保適正処理体制の確保
広域的なごみ処理の推進（ごみ処理の広域化）広域的なごみ処理の推進（ごみ処理の広域化）

広域化における市町間の調整等広域化における市町間の調整等

海洋ごみの適正処理体制の確保海洋ごみの適正処理体制の確保

３Ｒの推進３Ｒの推進
市町の一般廃棄物処理計画に基づく減量化等の推進市町の一般廃棄物処理計画に基づく減量化等の推進

ごみ減量化県民運動の推進ごみ減量化県民運動の推進

（レジ袋、食品ロスの削減等の取組）（レジ袋、食品ロスの削減等の取組）

ごみ処理の有料化等ごみ処理の有料化等

率先行動の推進率先行動の推進

多量排出事業者に対する減量化計画策定の指導多量排出事業者に対する減量化計画策定の指導

リユースの普及拡大リユースの普及拡大

リユース、リターナブル容器等の利用促進リユース、リターナブル容器等の利用促進

生ごみリサイクルの推進生ごみリサイクルの推進

容器包装リサイクルの推進容器包装リサイクルの推進

廃家電等のリサイクルの推進廃家電等のリサイクルの推進

顕彰顕彰

３Ｒの推進
市町の一般廃棄物処理計画に基づく減量化等の推進

ごみ減量化県民運動の推進

（レジ袋、食品ロスの削減等の取組）

ごみ処理の有料化等

率先行動の推進

多量排出事業者に対する減量化計画策定の指導

リユースの普及拡大

リユース、リターナブル容器等の利用促進

生ごみリサイクルの推進

容器包装リサイクルの推進

廃家電等のリサイクルの推進

顕彰

適正処理の推進
ダイオキシン類対策の推進

適正な維持管理と情報公開

一般廃棄物処理施設の監視指導

ごみ処理施設への廃棄物発電等の導入

廃家電等の適正処理の推進

環境美化活動の促進

適正処理体制の確保
広域的なごみ処理の推進（ごみ処理の広域化）

広域化における市町間の調整等

海洋ごみの適正処理体制の確保

再生利用率（リサイクル率）

最終処分量

県民１人１日当たりの
家庭排出ごみ量

総排出量を ５１０千トン以下

520グラム以下

35％以上

27 千トン以下

産業廃棄物の減量に関する目標

総排出量

リサイクル率
（再生利用量）

減量化量

最終処分量

7,972 千トン 7,850 千トン

55.6％
（4,431 千トン）

56.0％
（4,396 千トン）

3,209 千トン 3,124 千トン

332 千トン 330 千トン

（３項目）

現　　状
H25 年度

目　　標
H32 年度区　　分

県民及び３Ｒ県民運動に係る目標

１人１日当たりの家庭排出ごみ量（再掲） 556g/ 人・日 520g/ 人・日

レジ袋辞退率 92.1％ 92.5％

食品ロス取組協力店舗数 190 店舗 300 店舗

河川・海岸清掃活動参加人数 135 千人 140 千人

環境学習参加人数 54,139 人 66 千人

県民 ・ 事業者 ・ 行政に係る目標

事業者に係る目標

優良産廃処理業者認定割合 ３％ 10％

エコ・ファクトリー認定事業所数（累計） 64 事業所 100 事業所

山口県認定リサイクル製品認定数（累計） 390 製品 500 製品

生ごみリサイクル量 10,611 トン 45 千トン

建設廃棄物のリサイクル率 95.6％
（平成24年度実績） 96％

農業用使用済廃プラのリサイクル率 66％ 80％

家畜排せつ物に由来する堆肥量 171 千トン
（平成26年度実績） 171 千トン

県内のI SO14001･EA21認定取得事業所数 336 事業所 400 事業所

森林バイオマスエネルギー利用量（林地残材） 35,483 トン 55 千トン

バイオマス（発電）の導入 83,791kW 100 千 kW

バイオマス（熱利用）の導入 113 件 148 件

（２０項目）

（４項目）

（１１項目）

区　　分 現　　状
H25 年度

目　　標
H32 年度

区　　分 現　　状
H25 年度

目　　標
H32 年度

区　　分 現　　状
H25 年度

目　　標
H32 年度

行政 （県 ・市町） に係る目標

容器包装廃棄物の分別収集回収率 30.8％ 41.7％

ごみ焼却施設の焼却灰等リサイクル率 59.3％ 80％

県庁（本庁舎）から排出されるごみリサイクル率 74％ 75％以上

県庁におけるグリーン製品の調達割合 97.0％
グリーン調達
ガイドに設定

災害廃棄物処理計画の策定市町数 ２市 19 市町

（５項目）



新たな課題

循環型社会と低炭素社会、自然共生社会の統合

的な取組の推進

地域循環圏の構築

国の第３次循環計画との整合

災害時における廃棄物処理に係る措置等の対応

大規模災害に対応した災害廃棄物処理体制の整備

県内のＰＣＢ廃棄物の処理促進策の規程等の対応

県内のＰＣＢ廃棄物の期限内処理の完了

２Ｒ（リデュース・リユース）の取組

循環資源の高度利用等

（水平リサイクル、未利用エネルギーの利用）

低炭素・自然共生・循環型社会づくりの統合

（地域循環圏の構築）

海洋ごみ対策

人口減少に対応したごみ処理

廃棄物処理法等の改正への対応

社会経済情勢等の変化に伴う見直し　

予測 ・目標と課題

施策の展開

H32予測H32予測H27予測H27予測H25現状H25現状

H32予測H32予測H27予測H27予測H25現状H25現状

一般廃棄物の将来予測

産業廃棄物の将来予測

総排出量

600
（千トン）
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総排出量 再生利用量 最終処分量 リサイクル率

環境教育 ・ 環境学習の推進環境教育 ・ 環境学習の推進

普及啓発及び情報提供普及啓発及び情報提供

地域での連携 ・ 協働地域での連携 ・ 協働

循環型社会を担う人づくり
・ 地域づくりプラン

学校や地域社会での環境教育・環境学習の推進学校や地域社会での環境教育・環境学習の推進

市町や教育機関等と連携した様々な取組の展開市町や教育機関等と連携した様々な取組の展開

環境教育 ・ 環境学習の推進

普及啓発及び情報提供

地域での連携 ・ 協働

学校や地域社会での環境教育・環境学習の推進

市町や教育機関等と連携した様々な取組の展開

災害廃棄物の適正処理の推進災害廃棄物の適正処理の推進

災害廃棄物の適正処理体制の確保災害廃棄物の適正処理体制の確保

災害廃棄物の適正処理の推進

災害廃棄物の適正処理体制の確保

災害廃棄物処理プラン

県による適正かつ迅速な災害廃棄物処理の支援県による適正かつ迅速な災害廃棄物処理の支援

広域的な支援体制による適正処理等の促進広域的な支援体制による適正処理等の促進

大規模災害発生時における災害廃棄物の適正処大規模災害発生時における災害廃棄物の適正処

理等の推進理等の推進

県による適正かつ迅速な災害廃棄物処理の支援

広域的な支援体制による適正処理等の促進

大規模災害発生時における災害廃棄物の適正処

理等の推進

市町災害廃棄物処理計画の策定促進市町災害廃棄物処理計画の策定促進

広域的な処理体制の整備促進広域的な処理体制の整備促進

廃棄物処理施設に係る情報の共有廃棄物処理施設に係る情報の共有

市町災害廃棄物処理計画の策定促進

広域的な処理体制の整備促進

廃棄物処理施設に係る情報の共有

３Ｒの推進３Ｒの推進
多量排出事業者に対する指導の強化多量排出事業者に対する指導の強化

リサイクル関連法に基づくリサイクルの推進リサイクル関連法に基づくリサイクルの推進

資源循環型産業の育成支援資源循環型産業の育成支援

未利用資源の利活用の促進未利用資源の利活用の促進

適正処理の推進適正処理の推進

ダイオキシン類対策の推進ダイオキシン類対策の推進

ＰＣＢ廃棄物処理の推進ＰＣＢ廃棄物処理の推進

排出事業者に対する適正処理の推進排出事業者に対する適正処理の推進

処理施設等に対する監視指導の強化等処理施設等に対する監視指導の強化等

廃棄物の排出・処理状況の把握廃棄物の排出・処理状況の把握

広域移動に対する適正処理の確保広域移動に対する適正処理の確保

適正処理体制の確保適正処理体制の確保
不法投棄等の不適正処理防止体制の確保不法投棄等の不適正処理防止体制の確保

公共関与による広域最終処分場の整備促進公共関与による広域最終処分場の整備促進

処理施設設置に係る事前協議の推進等処理施設設置に係る事前協議の推進等

優良な産業廃棄物処理業者の育成・周知優良な産業廃棄物処理業者の育成・周知

産業廃棄物循環プラン

３Ｒの推進
多量排出事業者に対する指導の強化

リサイクル関連法に基づくリサイクルの推進

資源循環型産業の育成支援

未利用資源の利活用の促進

適正処理の推進

ダイオキシン類対策の推進

ＰＣＢ廃棄物処理の推進

排出事業者に対する適正処理の推進

処理施設等に対する監視指導の強化等

廃棄物の排出・処理状況の把握

広域移動に対する適正処理の確保

適正処理体制の確保
不法投棄等の不適正処理防止体制の確保

公共関与による広域最終処分場の整備促進

処理施設設置に係る事前協議の推進等

優良な産業廃棄物処理業者の育成・周知



重点プロジェクト

産業廃棄物の適正処理を進める

ため、県は不適正処理の未然防

止対策や早期発見体制の整備・

拡充を行うとともに、ＰＣＢ

廃棄物等有害廃棄物の適正処

理の促進や優良産廃処理業者の

育成支援、公共関与による広域

処理体制の推進等を展開します。
有害物質（PCB廃棄物等）有害物質（PCB廃棄物等）
の 適 正 処 理 の 促 進の 適 正 処 理 の 促 進
有害物質（PCB廃棄物等）
の 適 正 処 理 の 促 進

監 視 カ メ ラ監 視 カ メ ラ監 視 カ メ ラ

不 法 投 棄不 法 投 棄
ホットラインホットライン
不 法 投 棄
ホットライン

公 共 関 与 に よ る公 共 関 与 に よ る
広域処分体制の推進広域処分体制の推進
公 共 関 与 に よ る
広域処分体制の推進

優良事業者の優良事業者の
育 成 支 援育 成 支 援
優良事業者の
育 成 支 援

排 出 事 業 者 の排 出 事 業 者 の
処理責任の徹底処理責任の徹底
排 出 事 業 者 の
処理責任の徹底

監 視 員監 視 員監 視 員

未然防止未然防止未然防止

スカイパ ト ロ ールスカ イパ ト ロ ールスカ イパ ト ロ ール

監視監視監視

県民、事業者、関係団体、市町

及び県等が連携・協働して、

廃棄物の３Ｒに関する県民

総参加の運動を一層活性化す

ることにより、廃棄物の減量

化や循環利用等を推進します。

県の取組

事業者の取組

技術開発

事業化検討
施設整備

製品化

普及拡大

技 術 開 発技 術 開 発

事業化支援事業化支援

技 術 開 発技 術 開 発

事業化支援事業化支援

施 設 整 備施 設 整 備

支 援支 援

施 設 整 備施 設 整 備

支 援支 援

普及拡大支援普及拡大支援

製 品 認 定製 品 認 定

利 用 拡 大利 用 拡 大

普及拡大支援普及拡大支援

製 品 認 定製 品 認 定

利 用 拡 大利 用 拡 大

リ サ イ ク ル 認 定 製 品
認定マーク「くるりん」

やまぐち
エコ市場

大学等

廃プラスチック
リサイクル施設産学公民の連携・協働

事業者の廃棄物３Ｒ等（発生・

排出抑制、再使用、再生利用、

熱回収等）に関する取組につい

て、県は、本県の産業特性も活

用しながら技術開発から製品認

定・普及までの各段階で、切れ

目なく支援し、資源循環型産業

の育成を図ります。

県民総参加による県民総参加による
３R の推進３R の推進
県民総参加による
３R の推進

資源循環型産業資源循環型産業
の育成支援の育成支援
資源循環型産業
の育成支援

廃棄物の廃棄物の
適正処理の推進適正処理の推進
廃棄物の
適正処理の推進

１

２

３

県民総参加！

育成支援！

適正処理
　　の推進！

地球温暖化対策等
環境配慮

地球温暖化対策等地球温暖化対策等
環境配慮環境配慮

地球温暖化対策等
環境配慮

県民・事業者・行政等　　各主体による取組

ごみ減量化キャンペーン

環境教育・環境学習環境教育・環境学習環境教育・環境学習
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イ
バッグ持参運動

資
源

ご
みの分別・リサイ

ク
ル

資
源

ご
みの分別・リサイ

ク
ル

容器包装容器包装
廃棄物の削減廃棄物の削減

容器包装
廃棄物の削減

生
ご
み

リ
サイクル・ごみの

水
切
り

生
ご
み

リ
サイクル・ごみの

水
切
り



５

県民、民間団体、事業者、海

岸管理者等の各主体が連携・

協働し、海洋ごみの回収処理

や発生抑制に取り組み、海岸

等の良好な景観や環境の保全

と関連産業の維持・向上を図

ります。

海岸管理者 ボランティア等

普及啓発 環境学習等

発生抑制発生抑制発生抑制

回収処理回収処理回収処理

清掃前清掃前清掃前

清掃後清掃後清掃後

南海トラフ巨大地震等の大規

模災害発生時においても迅速・

適正に災害廃棄物の処理がで

きるよう、県・市町において

処理計画を策定するとともに、

広域的な処理体制の整備を促

進します。

県民、事業者、大学、市町及び

県等が連携・協働して、森林

バイオマス及び未利用資源等

の特質や地域特性を活かした

地域内利用（地域循環圏の構

築等）の促進を図ります。

国や都道府県間の広域的な相互協力体制

報告報告報告

協定等協定等
による⽀援による⽀援

協定等
による⽀援

連絡  調整連絡  調整連絡  調整

国 （環境省 ・災害廃棄物処理支援ネットワーク）

協定等協定等
による⽀援による⽀援

協定等
による⽀援連絡  調整連絡  調整連絡  調整 連絡  調整

連絡  調整連絡  調整連絡  調整

関連団体

廃棄物事業者等 廃棄物事業者等

関係団体との
協力体制

県内市町間の
相互協力体制

支援都道府県

支 援 市 町 村
（県と連絡調整）

関 係 団 体
（県と連絡調整）

廃棄物事業者等

報告報告報告

指導・助⾔等指導・助⾔等指導・助⾔等

山　口　県

連絡  調整連絡  調整連絡  調整

協定等による協定等による
連絡調整連絡調整

協定等による
連絡調整

情報取集情報取集情報取集

被災市町

森 林 バ イ オ マ ス
の 活 用 に よ る
地 域 循 環 圏 の 構 築

未利用資源のエネルギー利用等

FGR、エコフィードの取組拡大

リサイクル事業者リサイクル事業者リサイクル事業者

生ごみ排出事業者生ごみ排出事業者
（スーパー、飲食店、食品工場）（スーパー、飲食店、食品工場）

生ごみ排出事業者
（スーパー、飲食店、食品工場）

収集運搬業者収集運搬業者収集運搬業者

飼料利⽤者飼料利⽤者
（養豚・養鶏農家）（養豚・養鶏農家）

飼料利⽤者
（養豚・養鶏農家）たい肥利用者たい肥利用者

（生産農家）（生産農家）
たい肥利用者
（生産農家）

●森林バイオマスの低コスト収集
運搬システムの構築

●バ イ オ マ ス ガ ス 発 電 プ ラ ン ト
（食品工場の産業廃棄物のエネルギー利用）

●森林バイオマスの発電利用の
拡大、熱利用の推進

●竹 材 の 収 集・
運 搬 燃 料 化
システムの構築

未 利 用 資 源 等 の 地 域 内 利 用 の 促 進

たい肥製造 飼料製造

FGR エコフィード

海洋ごみ対策の
充実強化充実強化
海洋ごみ対策の
充実強化

地域特性を活かした地域特性を活かした
資源循環の形成資源循環の形成
地域特性を活かした
資源循環の形成

大規模災害に対応した
災害廃棄物処理体制災害廃棄物処理体制
の整備の整備

大規模災害に対応した
災害廃棄物処理体制
の整備

４

地域特性を
　　活かす！

充実強化！

大規模災害

大規模大規模

大
６




